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2023年度の事業概況
2023年度業績の概況
2023年度（第26期）の当金庫の業績は、次のとおりです。

会員および出資金

団体会員数は、労働組合の組織改編・解散、法定脱退
等により120会員減少し6,435会員となりました。
間接構成員数は、23,812人減少し1,557,855人と

なりました。

出資金は、法定脱退分506万2千円の減少により159
億3,981万円となりました。

　預金の期末残高は、2兆4,049億7百万円となりました。
残高増加額では、480億73百万円の計画に対し△358億

10百万円の実績となり、計画を下回りました。

預　金

●団体会員数の推移 ●出資金の推移

●預金の期末残高・増加率の推移
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融資の期末残高は、1兆5,396億73百万円となりまし
た。

残高増加額では、547億14百万円の計画に対し165
億43百万円の実績となり、計画を下回りました。

融　資

業務粗利益は、資金運用関連損益の増加等から、前期比
２億２２百万円増加し、１９９億４３百万円となりました。
業務純益は、経費が増加した影響により、前期比３３百万
円の増加にとどまり、３２億８４百万円となりました。
経常利益は、前期比６３百万円増加し、３３億３６百万円と

なりました。

当期純利益は、前期比１億４８百万円増加し、２５億１６百
万円となりました。事業計画（２３億４８百万円）に対しては１
億６８百万円上回りました。

損　益

●損益の推移

●融資の期末残高・増加率の推移

（単位：百万円）
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当金庫の発行体格付けは「A」です

健全性・安全性
自己資本比率（単体）

　自己資本比率は、金融機関の自己資本の状況が適当であるかどうかを判断するための基準として、法令により定められ
た指標です。海外に営業拠点をもつ金融機関には国際統一基準とよばれる自己資本比率（8％）が、それ以外の金融機関
には国内基準とよばれる比率（4％）が適用されます。
　当金庫の2024年3月末の自己資本比率は、10.22％となりました。国内基準の最低所要自己資本比率4％を大きく
上回っており、引き続き高い水準を維持しています。

格付けの状況

日本国内における主要な格付会社である「（株）格付投資情報センター（R＆I）」は、2024年2月1日付で『近畿労働金
庫の発行体格付けは「A」、格付けの方向性は安定的』と公表しました。
発行体格付「A」とは、「信用力は高く、部分的に優れた要素がある」ことを意味します。「A」は、21段階ある評価の上か

ら6番目に当たります。

日頃の会員・利用者の皆さまのご協力に感謝しつつ、皆さまから信頼され、安心して選択していただける「勤労者福祉
金融機関」として、一層のサービスの向上と強固な経営基盤づくりに努めてまいります。

※金融機関の格付けは、預金の元本や利息が約定どおり支払われるかどうか、その確実性、安全性の程度を、利害関係のない格付機関が評価し公表しています。
この格付けは、お客さまが金融機関を選択するうえでの重要な判断材料のひとつとなります。

●リスク・アセット
　貸借対照表に記載された資産に、一定のリスク・ウェイトを乗じて算出した額です。なお、貸借対照表に記載されない一
部の取引等もリスク・アセット算定の対象となります。

項　目 2022年3月末
自 己 資 本 の 額
リ ス ク ・ ア セ ッ ト
自 己 資 本 比 率　（A÷B）

A
B

127,385
1,199,703
10.61%

（単位：百万円）
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債権管理の状況

●労働金庫法に基づく開示債権及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権（破産更生債権
及びこれらに準ずる債権・危険債権・要管理債権（三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権）・合計額・正常債権・総与信残
高）

2024年3月31日現在の開示債権等の状況は以下のとおりです。

労働金庫法及び金融再生法上の開示債権　合計（注）1（A）
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権

保全額（B）

保全率 (B)／(A) (％)
正常債権(C)

総与信残高 (D)＝(A)＋(C)
（A）／（D）（％）

担保・保証等による回収見込み額
貸倒引当金

三月以上延滞債権
貸出条件緩和債権

（単位：百万円）

2022年度末区分
5,156
1,684
3,405
67
67
0

5,156
5,055
101

100.00
1,519,004

1,524,160
0.33

2023年度末
5,836
1,963
3,647
227
227
0

5,836
5,792
44

100.00
1,535,117

1,540,953
0.37

債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三
月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
貸し出したお金は回収されることを前提としている点で、「破産更生債権
及びこれらに準ずる債権」と異なります。

「貸出条件緩和債権」とは

破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経
営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれに準ずる債権のことです。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは

上記の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と「危険債権」を除いた
「三月以上延滞債権」と「貸出条件緩和債権」の合計額のことです。

「要管理債権」とは

元本または利息の支払いが約定の支払日の翌日から三月以上遅延して
いる貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に
該当しない貸出金です。

「三月以上延滞債権」とは

債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経営成
績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しな
い債権のことです。

「危険債権」とは

将来、債権が回収できなくなる可能性に備えて計上する引当金のことで、
「個別貸倒引当金」と「一般貸倒引当金」があります。貸借対照表上の資産の
部に予め控除項目として表示（△）します。
「個別貸倒引当金」とは、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と「危
険債権」について、債務者の資産状況や支払い能力からみて債権の相当部
分が回収できないと見込まれることが明らかになった場合、債権額の一部
又は全部に相当する金額を計上する貸倒引当金のことです。
「一般貸倒引当金」とは、「要管理債権（「三月以上延滞債権」、「貸出条件
緩和債権」）」について、過去の貸倒実績から求めた予想損失率に基づいて
算定した金額を計上する貸倒引当金のことです。
なお、引当基準については、貸借対照表に注記していますのでご参照くだ

さい。

「貸倒引当金」とは

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権のことで、「破産
更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の
債権です。

「正常債権」とは

貸借対照表の貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金
並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価
証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約
によるものに限る。）です。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」の
対象となる債権とは

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権
（「三月以上延滞債権」、「貸出条件緩和債権」）」のうち、預金、有価証券およ
び不動産等の確実な担保ならびに保証機関等確実な保証先による保証によ
り回収が可能と見込まれる金額です。

「担保・保証等による回収見込み額」とは

    

（注）1．「労働金庫法及び金融再生法上の開示債権」とは、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」の合計額のことです。
2．金額は決算後（償却後）の計数です。単位未満を四捨五入しています。
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